


•

•

•



用途地域

所 管 局 :教育委員会事務局

登記面積:約15,994㎡（建物敷地5,503m2、運動場10,491m2）

災害時避難所・一時避難場所／津波避難ビル・水害時避難ビル

土地利用現況

用途 構造※ 建設年 経過年数 耐震改修 床面積
①校舎 RC S53（1978）他 47年 H10（1998） 4,537m2

②クラブ部室棟 S H７（1995） 30年 － 180m2

③屋体棟 S S53（1978） 47年 未改修 723m2

④特別教室棟 S S53（1978） 47年 H15（2002） 303m2

⑤ﾌﾟｰﾙ専用付属室 RC H30（2018） 7年 － 64m2

⑥武道場 RC H３（1991） 34年 － 260m2

⑦体育倉庫 S S53（1978） 47年 － 32m2

⑧ＥＶ棟 RC H15（2003） 22年 － 79m2

6,178m2※RC：鉄筋コンクリート造  Ｓ造：鉄骨その他造



調査概要

既存校舎の老朽度状況を確認するため、以下の調査を実施した。

（１）コンクリートの圧縮強度調査

各階の壁から３本ずつ合計45本のコア供試体を採取のうえ圧縮強度試験を実施

[調査結果]

コンクリートの設計基準強度より、実測値が上回っており、 問題はない

（２）コンクリート中性化深さの測定

圧縮強度試験終了後の供試体により中性化深さの測定を実施

[調査結果]

コンクリート中性化深さは、実測値が鉄筋の最小かぶり厚さ(30ｍｍ)以上に進行している箇所はなく、
急速な耐震性能の低下や建物の劣化に問題はない

総合所見

上記の結果により、 必要なコンクリートの圧縮強度を有しており、また中性化の進行による耐震性能の低下の観点においても問題はない

調査箇所

建築基準法等関係法令の適合性を確認するため、本調査を実施する。

調査概要

（１）現況測量

（２）建物及び校舎内の現況図作成

（３）建築基準法等の関係法令の適合性確認
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※現時点の想定であり、適宜、期間設定の見直し等が必要【地域防災拠点として校舎活用を前提（定期借家／定期借地）】

（参考資料）

港中学校・築港中学校 学校適正配置検討会議
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施設・設備の状態･消防施設の法令点検状況等の確認、
その他商品化作業及び手続き

マーケット・リサーチ

※防災拠点機能、その他
必要な機能維持を前提

代替先等の検討及び調整、
跡地活用の方向性検討

地域説明、意見交換など

その他必要な機能の代替先
検討等が生じた場合
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築港エリアのまちづくり検討

築港南地区再開発
マーケットサウンディング

地域等への情報提供や意見聴取

●R6.6～

その他
必要となる調査等

活用に支障あり
（市場性:低）

民間投資意欲を高め、跡地活用でも受け止め

市場調査（概況）

※跡地活用の動向
本件地のポテンシャルなど

屋体棟（鉄骨造）
の使用可否検討●



築港中学校
避難可能人数［人］説 明

８１０浸水や倒壊により自宅で生活できなくなった市民が避難生活を送る施設で、
学校の体育館など災害時避難所

１２，５８０地震時等の一時的な避難先で、公園や広場、学校の運動場など
※津波、洪水（河川氾濫）時は、使用不可一時避難場所

１，１２０津波や洪水（河川氾濫）時の緊急的な避難先で、堅固な高層建物の
３階以上の階など津波避難ビル

避難訓練、ジュニア防災リーダー養成講座防災訓練などの活動

築港中学校における「地域防災拠点機能」

※備蓄物資の配備状況 飲料水（500ml） 1,320本 、 アルファ化米 900食 、 ビスケット 150食 、 災害用トイレ ９基
他 毛布、防水シート（ブルーシート）、ラジオ、懐中電灯、給水袋、救助用資器材等を備蓄

築港中学校［24時間］
築港小学校［24時間］

７

18

築港南公園30

ポートサイド築港（UR）［24時間］45

52

60

海岸通ハウス［24時間］

Osaka Metro 大阪港駅［24時間］

19 特別養護老人ホームザイオン大阪港

港区防災マップ 抜粋（R7.6.30現在）

学校跡地活用の基本方針

「未利用地の活用に伴う定期借地制度等運用指針（R6.4改正）」に基づき、災害時避難所などの地域防災拠点機能及び防災訓練など

の地域全体のコミュニティ形成に資する活動拠点等の機能を継続していく必要がある学校跡地として活用



「学校体育施設開放事業」 「生涯学習事業」

備考参加者数使用団体
使用状況

使用内容使用場所
時間曜日

12人築港中PTA19:30～21:30毎水・毎土バドミントン

体育館

学校体育施設
開放事業

10人築港中PTA19:00～21:00毎月・毎木卓球

13人築港中PTA19:00～21:00毎火・毎金バレーボール

15人築港中PTA OB19:00～21:00毎月・毎木剣道体育館
or 格技室

14人築港中PTA OB9:00～16:00毎日曜テニステニス場

15人築港中PTA8:00～12:00第４日曜ソフトボール運動場

概念上の拠点
は築港小40人大阪ジュニアバンド毎日曜マーチングバンド体育館生涯学習事業

（参考）生野区における避難所機能と地域活動

❶避難所機能

・御幸森小:運動場及び講堂のほか多目的室及び８教室以上を開放

・生野小:運動場及び講堂のほか校舎を開放

・生野南小:運動場及び講堂のほか多目的室及び１１教室以上を開放

・林寺小:運動場及び講堂のほか普通教室９教室、特別教室６教室以上を開放

❷地域活動

・基本的に、引き続き地域活動が実施できるよう施設を無償で提供することを条件、跡地検討会議において、地域活動の精査を事前実施


